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（UNCTAD「World Investment Report 2014」より）

 SDGsの達成には世界全体で年間5兆～7兆ドル、このうち開発途上国においては年間約3・3兆～4・5兆ドルの投資が必
要になる（2015～30年）。

 セクター別の資金調達ニーズとしては、「輸送インフラ」、「エネルギー」、「通信インフラ」や「農業、食料安全保障」に係る分野
に民間の資金のニーズがある。

SDGsにむけた取組み

SDGs達成への膨大な資金不足

現下の国際社会は、貧困、飢餓、国際保健、教育といった伝統的課題から、
今日的課題である気候変動や海洋、 陸上資源の保全等幅広くかつ喫緊の課題に直面

資金不足に対応するためには、公的部門からの投資のみではなく、民間資金の活用が不可欠。民間から
SDGs達成への投資を促進する有効な手段としては、ＳＤＧｓ債の活用などが挙げられる。
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日本証券業協会におけるSDGsにむけた取組み

本協会におけるSDGsへの取組に関する会議体

※各委員会の内容は2022年３月時点の内容であり、今後変更となる可能性があります。

カーボンニュートラル実現に向けた
証券業界に対するアドバイザリーボード

証券業を通じ社会的課題解決に貢献
するため、インパクト・インベストメント
関連の金融商品の組成・販売の促進
に向けた具体的方策等について検討・
対応する。

サステナブルファイナンス推進委員会
（旧：貧困、飢餓をなくし地球環境を
守る分科会）

証券業界における働き方改革やダイ
バーシティの推進を図るため、業界横断
的な方策について検討・対応する。

働き方改革・ダイバーシティ推進委員会
（旧：働き方改革そして女性活躍支
援分科会）

トランジション・ファイナンス推進のためのロードマッ
プ勉強会

「SDGs債」統計情報の定期的な作成・公表

SDGsに貢献する金融商品のガイドブック作成

ICMAと連携した国際イベント等の開催（国際
部と協力）

代表者や管理職等、属性別に焦点を
あてたセミナーの開催

業界横断的なテレワークに関する情報
共有等

証券業界とNPO法人等を結ぶ仕組
み「こどもサポート証券ネット」の構築・
運営（物品支援からスタート）

内閣府等が主導する「こどもの未来
古本募金」に業界全体で参画

本協会に「株主優待SDGs基金」を
設置し、国連機関等への拠出

＜具体的な施策例＞

大学との連携

子供の貧困対策支援委員会
（旧：社会的弱者への教育支援に
関する分科会）

経済的に厳しい状況でも子供たちが
将来に希望を持って成長できるよう、
証券業界として支援できる方策につ
いて検討・対応する。

会員向けアンケートの実施

SDGsで掲げられている社会的な課題に証券業界全体で積極的に取り組んでいくため、本協会会長の諮問機関として「証
券業界におけるSDGsの推進に関する懇談会」を設置（2017年9月19日）

加速するカーボンニュートラルの実現に向けた動きに証券業界としても貢献ができるよう、多角的な視点から必要な助言を受
けるため、本協会会長の諮問機関として、「カーボンニュートラル実現に向けた証券業界に対するアドバイザリーボード」を設置
（2021年10月19日）

証券業界におけるSDGsの推進に関する懇談会
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日本証券業協会におけるSDGsにむけた取組み

アミーナ・モハメド国連副事務総長との面談

国際イベントを通じたＳＤＧｓ推進に向けた取組みとして
アミーナ・モハメド国連副事務総長と面談

日時：2018年２月７日（水）午前10時50分～11時20分
場所：国連副事務総長オフィス 応接室
先方：アミーナ・モハメド副事務総長、鈴木戦略企画・モニタリング部門ディレクター、小野上級経済担当官、

ルイーザ・カースト経済社会局アソシエイト・オフィサー
当方：鈴木会長、森本副会長、川村大和総研副理事長、田代大和証券グループ本社専務執行役、

石倉執行役、成松審議役、西村SDGs推進室長（肩書等は当時）
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面談概要 「社会的弱者への教育支援に関する分科会」

子供の貧困問題に関し、アフリカや東南アジアでは、子供の栄養不足が最も問題となっており、それらの国々では

まずは栄養プログラムを実施している。ただ、貧困からの脱却には教育も非常に重要であり、教育をサポートする取

組みを評価する。

今後もファイナンスに関しては、政府や民間が連携して取り組むべき余地は沢山ある。ファイナンスの規模が大きく

なり投資が促進されることで、民間企業のSDGsの取組みがより一層進むだろう。
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東京大学が大学債をソーシャルボンドとして200億円発行したことを踏まえ、大学債の社会的意
義、大学の資金調達手段としての債券の役割、大学債のソーシャル性・SDGsへの整合性、ソー
シャルボンドの現状と課題等といった内容をテーマとしたカンファレンスを以下のとおり、東京大学と
の共催により、開催した。
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日本証券業協会におけるSDGsにむけた取組み

大学との連携事業 （東京大学との共催シンポジウム）

日程
2021年1月15日（金）

10時30分 ～ 12時00分

タイトル

東京大学×日本証券業協会

大学債／ソーシャルボンド カンファレンス

～初の大学債、発行の意義とSDGsへの貢献～

場所

太陽生命日本橋ビル 26階 及び ZOOMによる配信

※本会場には新型コロナウィルス感染症の影響を踏まえ登壇

者のみが来場

主な

参加対象者

全国の大学関係者（国公私立大学 財務部

長、社会連携担当）、学生、証券関係者等

参加者数 ZOOM 280名（参加申込300名）
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国際協力
機関

・世界銀行
・アジア開発銀行
・国際協力機構
（JICA）

証券市場

法人
（アセット

オーナー）

・年金
（GPIF／
企業年金）

・財団法人
・その他法
人

個人

・各国政府
・事業会社
・自治体
・政府関係機関
・学校法人 等

運用機関
（アセット

マネジメント）

投資信託

・環境・社会
などをテーマ
にした
投資信託
・ESG/SDGs
関連指標に
連動するETF

民間金融
機関

グリーンボンド

ソーシャルボンド

サステナビリティボンド

環境社会
貢献事業

投資

投資

投資

資金調達
（株式・債券発行）

投資

資金調達
株式・債券
発行

資金調達
（債券発行） 出融資

など は証券会社の仲介機能
委託

投資

投資

出融資

事業例

・再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ
・省ｴﾈﾙｷﾞｰ
・自然資源管理
・生物多様性保全
・気候変動適応
・環境配慮製品
・ｸﾞﾘｰﾝﾋﾞﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ

株式市場

債券市場

ネガティブ・スクリーニング
ポジティブ・スクリーニング
ESGインテグレーション
エンゲージメント
規範スクリーニング
テーマ投資

インパクト投資 等

環境（Environment）

社会（Social）

ガバナンス(Governance)

外部評価
評価会社
（格付会社等）

サステナブルファイナンス全体概要

サステナブルファイナンスにおけるインベストメントチェーン

サステナブルファイナンスにおけるインベストメントチェーンにおいて証券会社の仲介機能が重要な役割を果たす

日本証券業協会作成
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ESGは、環境（E）、社会（S）、ガバナンス（G）を合わせた言葉

投資をするために企業等の価値を測る要素

 ESG投資は、SDGs等で掲げられた環境・社会・経済関連課題の解決等を目的とした投資に用いられる

 2006年に国連のアナン事務総長（当時）が機関投資家に対し、ESGを投資プロセスに組み入れる

「責任投資原則」（PRI）を提唱したことがきっかけに金融市場に広まった

 日本では、年金積立金管理運用独立行政法人（GPIF）PRI署名を契機に、ESG投資が急速拡大

E＝環境
気候変動、水資源、
生物多様性など

S＝社会
ダイバーシティ、
サプライチェーンなど

G＝ガバナンス
取締役会の構成、
少数株主保護など

ESGに関する要素の例

（出所）野村資本市場研究所「グリーン及びサステナブルファイナンスとSDGs債をめぐる動きと今後の展望」

サステナブルファイナンス全体概要

ESG投資とは
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ESG投資とSDGsの関係
社会的な課題解決が事業機会と投資機会を生む

民間企業等
（発行体）

機関投資家

事業機会増
ESG投資

リターン

持続可能な社会

投資機会増

国 連

2015年
採択

2006年
提唱

（出所）年金積立金管理運用独立行政法人「ESG投資」

責任投資原則 持続可能な開発目標

賛同署名

（原則4~6省略）

サステナブルファイナンス全体概要

ESG投資とSDGsの関係（事業機会と投資機会の創出）
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